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  相続登記についてのお知らせ
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相続税についてのお知らせ
　相続税は、個人が被相続人（亡くなられた人のことをいいます。）から相続などによって
財産を取得した場合に、その取得した財産に課される税金です。
　被相続人から相続などによって、財産を取得した人それぞれの課税価格の合計額（相続
財産等の合計額）が、遺産に係る基礎控除額を超える場合、その財産を取得した人は、
相続税の申告をする必要があります。

　国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp）には、相続税の概要を説明したリーフレッ
トや相続税の具体的な計算方法、特例の内容、申告書の記載内容など、様々な情報を掲載
しています。
　また、よくある質問を集めた税に関するインターネット上の相談室「タックスアンサー」
もご利用いただけます。

　相続税に関して、一般的な相談を希望される場合は、電話相談センターをご利用ください
（最寄りの税務署【阿蘇税務署：0967-22-0551】に電話していただき、自動音声に従って
「1」を選択した後、相談内容に応じて番号（相続税の相談の場合は「3」）を選択してくだ
さい。）。

　税に関する相談や申告書の代理作成等の税理士業務は、有償・無償を問わず、税理士、
税理士法人以外の者が行うことはできません（注）。
　税理士等をお探しの方は、日本税理士会連合会ホームページ内「税理士情報検索サイト」

（https://www.zeirishikensaku.jp）で、税理士等の検索が可能となっています。
　（注）弁護士（弁護士法人）は、所属弁護士会を経由して国税局長に業務を行う旨を通知するこ
　　 　 とにより、税理士業務を行うことができます。

詳しくお知りになりたい方は、次の相談窓口等をご利用ください。▲

　相続税の申告をする必要がある場合には、相続の開始があったことを知った日（通常の場合は、被相
続人が亡くなった日）の翌日から 10 か月以内に、税務署に申告と納税をする必要があります。

国税庁ホームページ

電話相談センター

税理士情報検索サイト
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  相続登記についてのお知らせ

詳しくは、右のページをご覧ください。

ポイントポイント 1 ポイントポイント 2 ポイントポイント 3

不動産登記推進
イメージキャラクター

「トウキツネ」

　相続や遺贈によって、不動産（土地や建物）の所有権を取得
したことを知った日から、３年以内に相続登記の申請をしな
ければなりません。

正当な理由なく
相続登記の申請を
怠ると過料の対象

詳しくは、右の二次元コードをスキャンし、
「法務省ホームページ」をご覧ください。

令和６年４月以前の
相続も義務化の対象

相続人申告
登記の新設

熊 本 地 方 法 務 局

法務省　所有者不明
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相続登記の申請義務についてのルール

「相続人申告登記」の新設

               ご自身で相続登記申請手続を行う場合   

司法書士へ依頼する場合

ポイントポイント1

ポイントポイント3

ポイントポイント2

①基本的なルール
　相続により不動産を取得した者は、その所有権を取得したことを知った日から３年以内に相続登記を申
請しなければなりません。

②遺産分割が成立した時の追加的なルール
　相続人の間で遺産分割の話し合いがまとまった場合には、遺産分割が成立した日から３年以内に、その
内容を踏まえた登記を申請しなければなりません。

　①・②ともに、正当な理由がないのに相続登記を申請しないと、10 万円以下の過料の適用対象となります。

　遺産分割の話し合いがまとまるまでは、ひとまず、①登記簿上の所有者に相続が開始したこと、②自らが
その相続人であることを申し出ることによって、相続登記の申請義務を履行することができます。

③施行日（令和６年４月）前に相続が発生している場合
　相続登記の申請義務化の対象となるのは、不動産登記法の改正法が施行された後に開始した相続だけで
なく、改正法が施行される前に既に所有者が死亡し、相続が発生している不動産も対象となります。

　法務局ホームページから登記の申請書の書式をダウンロードできます。
　「不動産登記申請手続」から「不動産の所有者が亡くなった」をお選びください。

　登記申請手続は、司法書士が代理人となって行うことができます。
　ご依頼をお考えの方は、熊本県司法書士会相続センターまたは最寄りの司法書士に
お問い合わせください。

熊本県司法書士会相続センター	  ☎０９６－３７２－２５２５

　熊本地方法務局では、予約制による登記申請の手続案内を行っています。
事前に電話又は窓口でご予約をお願いします。

熊本地方法務局不動産登記部門	 ☎０９６－３６４－２１４５※
熊本地方法務局宇土支局		  ☎０９６４－２２－０３２０
熊本地方法務局玉名支局		  ☎０９６８－７２－２３４７※
熊本地方法務局山鹿支局		  ☎０９６８－４４－２４１１
熊本地方法務局阿蘇大津支局	 ☎０９６－２９３－２２７２※
熊本地方法務局八代支局		  ☎０９６５－３２－２６５４※
熊本地方法務局人吉支局		  ☎０９６６－２２－３３９３
熊本地方法務局天草支局		  ☎０９６９－２２－２４６７
　※の電話番号については、音声ガイダンスに従い、「２」を選択

「不動産登記申請手続」

熊本地方法務局
ホームページ

（登記手続案内詳細）

熊本県司法書士会
ホームページ 25



  確定申告についてのお知らせ

納税者が死亡したときの確定申告
( 準確定申告 )

■ 相続人等が2人以上いる場合

■ 準確定申告における所得控除の適用

　所得税は、毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 年間に生じた所得について計算し、その
所得金額に対する税額を算出して翌年の 2 月 16 日から 3 月 15 日までの間に申告と納税をする
ことになっています。

　しかし、年の中途で死亡し た人の場合、相続人（包括受遺者を含む。以下、「相続人等」と
いいます。）が 1 月 1 日から死亡した日までに確定した所得金額および税額を計算して、相続の
開始があったことを知った日の翌日から 4 か月以内に申告と納税をしなければなりません。これを
準確定申告といいます。

　各相続人等が連署により準確定申告書を提出することになります。
　ただし、他の相続人等の氏名を付記して各人が別々に提示することもできます。この場合、
当該申告書を提出した相続人等は、他の相続人等に申告した内容を通知しなければならないこと
になっています。

⑴ 医療費控除の対象となるのは、死亡の日まで被相続人が支払った医療費であり、死亡後に
相続人等が支払ったものを被相続人の準確定申告において医療費控除の対象に含めることは
できません。

⑵ 社会保険料控除、生命保険料控除、地震保険料控除等の対象となるのは、死亡の日までに
被相続人が支払った保険料等の額です。

⑶ 配偶者控除や扶養控除等の適用の有無に関する判定（親族関係やその親族等の 1 年間の
合計所得金額の見積り等）は死亡の日の現況により行います。

　  なお、配偶者控除額、配偶者特別控除額および扶養控除額の月割計算等は行いません。

所得税
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■ 申告等の期限

■ 申告等の方法

■ 申告先等

■ 国税局電話相談センターへの接続の流れ

　相続の開始があったことを知った日の翌日から 4 か月以内
（注）確定申告をしなければならない人が翌年の1月1日から確定申告期限 （原則として翌年3月
      15日） までの間に確定申告書を提出しないで死亡した場合、この場合の準確定申告の期限
      は、前年分、本年分とも相続の開始があったことを知った日の翌日から4 か月以内です。

国税に関するご相談は、国税局電話相談センター等で行っています。

　準確定申告書には、各相続人等の氏名、住所、被相続人との続柄などを記入した準確定申告
書の付表を添付し、被相続人の死亡当時の納税地の税務署長に提出します。

　所轄税務署

所轄の税務署に電話をかける　【阿蘇税務署　0967-22-0551】

国税局電話相談センター ( 国税局の職員がお受けします )

音声案内に従い、「１」を選択する

　　　　音声案内に従い、相談する内容の番号を選択する
　　　　　　「１」所得税
　　　　　　「２」源泉徴収、年末調整、支払調書
　　　　　　「３」譲渡所得、相談税、贈与税、財産評価
　　　　　　「４」法人税
　　　　　　「５」消費税、印紙税
　　　　　　「６」その他

手続き

お問い合わせ先
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  ひとり親家庭となられた方へ

1. 児童扶養手当の申請
　（申請者・同居親族の所得制限あり。） 　
 　 問い合わせ先  住民福祉課　福祉係　☎ 62‐2911

2. 児童手当の受給者の変更
　（申請者・同居親族の所得制限あり。）
 　 問い合わせ先  住民福祉課　福祉係　☎ 62‐2911

3. 福祉医療
前年度、所得税非課税世帯で、18 歳未満または
高等学校第 3 学年まで (20 歳未満 ) の児童を養育
する方及び児童

 　 問い合わせ先  住民福祉課　福祉係　☎ 62‐2911

4. 学校に係る費用の免除・減免
 　 問い合わせ先  教育委員会事務局　学校教育係
                     ☎ 62‐0227

5 . 寡婦 ( 夫 ) 控除
　（所得税、町民税・県民税の軽減） 　　
 　 問い合わせ先  税務課　税務係　☎ 62‐1123

6. 自立支援教育訓練給付金
　対象講座の受講のために支払った費用の２0％に
相当する額を支給します。　　　

　　(4,001 円から 100,000 円の範囲内 )
 　 申請・問い合わせ先  阿蘇福祉事務所　総務福祉課
　　　　　　　　　  ☎ 0967‐24‐9034

7. 高等職業訓練促進給付金
　専門的な資格取得のため、養成機関で 1 年以
上のカリキュラムを修業し、対象資格の取得が見
込まれる方に、修業期間中の生活費として、給付
金を支給します。

 　 申請・問い合わせ先  阿蘇福祉事務所　総務福祉課
　　　　　　　　　  ☎ 0967‐24‐9034

８. 母子父子寡婦福祉資金
　 配偶者のいない女子（男子）で、現に児童（20
歳未満）を扶養している人、父母のいない児童、
配偶者のいない女子（男子）であって、かつて母
子家庭の母（父子家庭の父）であった人および 40
歳以上で配偶者のいない女子（男子）（一部所得
制限あり）に対し、生活の安定と向上および福祉
を推進するため、事業開始資金や修学資金などを
貸付けしています。
※原則として連帯保証人が 1 名必要です。　　
※母子・父子自立支援員に事前相談が必要です。

 　 申請・問い合わせ先  阿蘇福祉事務所　総務福祉課
　　　　　　　　　  ☎ 0967‐24‐9034

9. その他
 ① JR 通勤定期券の割引制度

　児童扶養手当を受給している方及び児童扶養手
当の対象となる児童等が、通勤をするために定期　　
券を購入する場合、3 割引で購入できる制度です。

（通学学生は通常の学生割引適用）
　事前に、証明書交付申請書と証明書発行請求
書を高森町役場　住民福祉課　福祉係窓口に提出
し、割引を受けるための証明書を定期券購入時に
ＪＲ窓口に提示する必要があります。

[ 必要なもの ]
□特定者資格証明書交付申請書
　　…………………………福祉係窓口にて発行します　

□特定者資格証明書発行請求書
　　…………………………福祉係窓口にて発行します　

□児童扶養手当受給資格者証書
　　…………………………原本を持参してください　

□印鑑…………………認印で可
□証明書用写真……タテ4cm、ヨコ3cm

※申請書受付後、決裁の後に本人に特定資格証
　明書を交付します。　　

 　 申請・問い合わせ先  住民福祉課　福祉係
　　　　　　　　　  ☎ 62‐2911

②遺族基礎年金、遺族厚生（共済）年金
　年金制度に加入していた被保険者が死亡したと
き、遺族に支給されます。　　　

 　 問い合わせ先  熊本東年金事務所
                     ☎ 096‐367‐2503

ご不明な点・お困りの事は、お気軽にご相談ください。
住民福祉課　福祉係　☎６２－２９１１
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